







Crime by Mental Disorder is Reflected by the“Crime White Paper”
―All ５７ Books from １９６０～２０１６. A“Crime White Paper”Analysis―
Yuka KANAZAWA
（Department of Social Work, Faculty of Human and Social Studies）
Abstract
In １９６０, the“crime white paper”first acknowledged crime by mental disorders.　Many inter-
disciplinary studies quoted in past“crime white papers”mainly focused on criminal law or medical 
care or welfare etc.　Comparing mental disorder crime rates to general criminal crime, it was pointed 
out that the mental disorder crime rate was lower than the general criminal crime rate.　However, 
there are mental disorder crimes which are higher than the general ones.　Analyzing crimes by 
mental disorder vs general crime was one of the important discoveries which still continue today.　
This new idea to separate the mental disorder data from the general crime data had been debated 
and talked about after the publication of this particular crime white paper.　Before １９６０, the definition 
of mental disorders was vague, unclear.　Therefore the“crime white papers”stated their observation 
without differentiating between mental disorder and general crime.　My intention in this study is 
to identify the changes in the“crime white papers”from １９６０ to ２０１６ both in definition and crime 
rate data.　Therefore I examined all ５７“crime white papers”.
Trying to remain neutral, I read each crime white paper and examined its respective definition 
and its history of process.
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・ ・ ・ ・ ・
の犯罪率であり、前述の平成
２８年『犯罪白書』による「精神障害者等









B/A と C/A の有意差は、最大０.７最小０.４と
年度によって異なる。後述しているように犯罪
率の水増しの観点からみて、「精神障害者等




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































５．お わ り に
本稿は、〈精神障害者による犯罪〉について、
『犯罪白書』を介して検討した。法制度とは別
の白書上の「精神障害者」と「精神障害者等」、
の概念の成立がうかがえた。それは、医学的診
断（判断）とも異なるものともいえるだろう。
このことは、法制度、臨床、調査、『犯罪白書』
が統一されたものではないことを示している。
つまり、「精神障害者」および「精神障害者等」
とされるヒトがいるということを『犯罪白書』
から読み取らなければならないのである。
現在、『犯罪白書』において「精神障害者」
という定義が問題とされることはなされなくなっ
ている。これが、現在の問題の一つということ
ができるであろう。
法学や社会学的な観点からみれば、前述の B/A
（％）の数値を引用することが多く、精神障害
者の犯罪率について誤解を招くおそれもある。
また、医学的な観点からみれば、狭義の精神障
害である「統合失調症」「中毒性精神病」「その
他の精神疾患」に「知的障害」と「精神病質」
を加えてこれらを「精神障害」として、〈精神
障害者（等）による犯罪率〉を算出してよいの
だろうかということが挙げられる。
精神障害者による犯罪は、一般刑法犯に比す
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『犯罪白書』で述べられる「精神障害者等」による犯罪―昭和35～平成28年版『犯罪白書』全57冊の分析―
■表９　注の変化
「精神障害者」とは、現に精神障害者として診断され、医療を受
けている者。精神障害の疑いのある者とは、「精神衛生法」第２４
条の規定による通告された者で精神障害者を除くもの。
Ｓ５２年版白書
「精神障害者（「精神衛生法」第３条）」は、精神鑑定医の診断に
より医療または保護の対象になる者に限るとされる。「精神障害
者の疑いのある者」について、上記「通告」から「通報」へと変
わる（その後平成２６年まで「通報」）。
Ｓ５６年版白書
「精神障害者」及び「精神障害の疑いのある者」の判断（５８年版
白書からは「判断」が区別に変わる）は、送致の時点で診断が出
ているか否かによる、との注が追記される（平成１０年まで記述）。
Ｓ５７年版白書
「２４条の規定による都道府県知事への通報」が削除され、都道府
県知事等※１ への通報と変わる。
Ｈ８年版白書
「２４条の規定による都道府県知事への通報」が再び加わる。Ｈ１２年版白書
１）「等」は誤字であると考えられる。
２）平成８年から１２年版「犯罪白書」は、「第２４条通報」が明記されていないことから、
当時の「精神保健法」でみるならば「警察官」「検察官」「保護観察所の所長」「矯
正施設の所長」とかなりの拡大解釈をすることができるとされていたことになろう。
（筆者作成）
ると低いことが予想されるが、検挙率の低さ暗
数が多いことから正確な犯罪率を把握すること
には限界がある。すなわち、精神障害者（等）
による犯罪について述べるにあたり『犯罪白書』
の数値を用いる場合は、偏見や誤解を招かない
ように留意する必要がある。
本稿では、『犯罪白書』に限って定義や犯罪
率をはじめ〈「精神障害者」による犯罪〉の検
討を行った。今後は、暗数の検討や、消防庁や
警察庁など他の一次資料も踏まえて研究を続け
ていきたい。
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注
１） 本稿では、「精神保健福祉法」にいう「精神障
害者」を指す。現行法では、「統合失調症、精神
作用物質による急性中毒又はその依存症、知的障
害、精神病質その他の神疾患を有する者」とされ
ている（第５条）。また、「精神衛生法」、「精神保
健法」は、「精神病者（中毒性精神病者を含む）」
「精神薄弱者」及び「精神病質者」である（第３条）。
２） 例えば、青木（１９７４）「犯罪白書にみる精神障
害者犯罪者の状況」、青木（１９８１）「犯罪白書にみ
る『精神障害犯罪者』の状況（その２）」―こと
にその処遇と『再犯』状況」、植松（S４２）「精神
障害者の犯罪率―「犯罪白書」の記述にちなんで」、
小野、須藤（１９８０）「精神障害者は危険か―『犯
罪白書』の分析を中心に―」、第２東京弁護士会　
刑法改正対策特別委員会編 『保安処分制度は必要
か―シンポジウムと資料―』などがある。
３） 昭和３６年、３８年、３９年、４１年、平成９年版『犯
罪白書』には記載がない。
４） 昭和３５年版『犯罪白書』p.８７
５） 同上 p.６７６８
６） 同上 p.６２
７） 同上 p.６２
８） 昭和３５年８月３０日「朝日新聞」朝刊、昭和３５年
８月３０日「毎日新聞」朝刊
９） 昭和３７年版『犯罪白書』p.１「本年度の犯罪白書
では，犯罪の動向と犯罪者の処遇に関する諸問題
を幅ひろくとりあげることとし，また，それぞれ
のテーマについての問題点を指摘することにもつ
とめた。すなわち，第一編では，…（略）…精神
障害者の犯罪について論及し，とくに精神障害者
の犯罪には重点をおいた。」との記載がある。
１０） 昭和４０年版『犯罪白書』p.５８５９ 序説にて述べ
られている。
１１） 平成１４年版『犯罪白書』p.７９　その他にて述べ
られている。
１２） 前掲４）p.８８８９
１３） 昭和４２年版『犯罪白書』p.１０５、昭和４３年版『犯
罪白書』p.２７３、昭和４４年版『犯罪白書』p.１３７、
昭和４５年版『犯罪白書」p.４８、昭和４６年版『犯罪
白書」p.５７に記載がある。
１４） 昭和４２年版『犯罪白書』p.１０５「資料を得られる
範囲」、昭和４３年版『犯罪白書』p.２７３「得られた
資料を参考にしつつ、昭和４４年版『犯罪白書』p.１３７
「得られた若干の資料を参考にしつつ」、昭和４５年
版『犯罪白書』p.４８「資料の得られる範囲で］、昭
和４６年版『犯罪白書』p.５７「得られた若干の資料
を参考にしつつ」参照。 
１５） 厚生省公衆衛生局［１９６５：３０４３頁］。
１６） 同上 p.４５９４
１７） 同上 p.３０
１８） 昭和４３年版『犯罪白書』p.２６３
１９） 昭和３７年版『犯罪白書』p.１４３
２０） 昭和４４年版『犯罪白書』p.１４０
２１） 前掲１５）p.６６６８
２２） そのまま引用しているが、おそらく精神鑑定の
ことだと考えられる。
２３） 青木は「昭和４３年以前の統計では『精神障害の
疑い』の者も含めた数が出ているかどうかも不明」
と述べているが（青木［１９７４：７３４］、数字の傾向
からすると疑いのある者も含んでいたとしている。
２４） 岡田孝之教授（東京医科歯科大学大学院教授
（犯罪精神医学、精神保健指定医）、国立研究開発
法人国立精神神経医療研究センター、精神保健研
究所、司法精神医学研究部客員教授）に質問させ
ていただいたところ、強制的な入院は、「精神鑑
定医」しかできないが、それ以外は医師であれば
可能であると理解されていた。
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